
事 業 概 況 （平成 30年 1月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成30年 1月末現在における保険給付支払総額は6,117億円で、前年同期に比べ

て0.2％増となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が2,980億円で48.7％と最も大きく、次いで療養補償給

付が1,956億円で32.0％を占めている。以下、休業補償給付が12.8％、障害補償一時金が4.1％、遺族補償一時金が1.1％、

介護補償給付が0.9％、葬祭料が0.3％、二次健康診断等給付が0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、遺族補償一時金が12.8％増、二次健康診断等給付が5.5％

増、療養補償給付が3.1％増、葬祭料が1.2％増となっているのに対し、年金等給付が1.5％減、介護補償給付が1.1％減、

休業補償給付が1.0％減、障害補償一時金が0.4％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 610,330,440 100.0 0.6 △    611,721,667 100.0 0.2

療 養 補 償 給 付 189,712,217 31.1 0.9 195,618,136 32.0 3.1

休 業 補 償 給 付 79,289,839 13.0 2.8 △    78,531,627 12.8 1.0 △    

障 害 補 償 一 時 金 25,093,980 4.1 1.7 △    24,998,979 4.1 0.4 △    

遺 族 補 償 一 時 金 5,693,723 0.9 5.9 6,423,421 1.1 12.8

葬 祭 料 1,700,166 0.3 0.2 △    1,721,165 0.3 1.2

介 護 補 償 給 付 5,540,434 0.9 1.2 △    5,477,596 0.9 1.1 △    

年 金 等 給 付 302,385,732 49.5 1.0 △    297,986,090 48.7 1.5 △    

二 次健 康診 断等 給付 914,348 0.1 0.8 964,652 0.2 5.5

平成28年度　29年1月末 平成29年度　30年1月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が1,784億円で29.2％、「建設事業」が1,768億円で28.9％、

「製造業」が1,499億円で24.5％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が4.0％、「林業」が1.8％、「船舶

所有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 8.9％増、「その他の

事業」が 2.9％増、「船舶所有者の事業」が 1.6％増、「運輸業」が 0.3％増となっているのに対し、「漁業」が 10.5％減、

「林業」が5.8％減、「鉱業」が4.4％減、「建設事業」が0.7％減、「製造業」が0.4％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 610,330,440 100.0 0.6 △    611,721,667 100.0 0.2

林 業 11,839,572 1.9 2.3 △    11,157,519 1.8 5.8 △    

漁 業 2,129,181 0.3 4.7 1,905,847 0.3 10.5 △   

鉱 業 25,632,840 4.2 5.7 △    24,493,222 4.0 4.4 △    

建 設 事 業 178,136,771 29.2 1.8 △    176,804,071 28.9 0.7 △    

製 造 業 150,510,351 24.7 1.6 △    149,901,214 24.5 0.4 △    

運 輸 業 64,692,290 10.6 0.1 △    64,877,771 10.6 0.3

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
1,432,958 0.2 3.9 △    1,560,851 0.3 8.9

そ の 他 の 事 業 173,355,324 28.4 2.2 178,379,086 29.2 2.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 2,601,153 0.4 0.3 2,642,086 0.4 1.6

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成29年度　30年1月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　29年1月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が1,610億円で54.0％と最も大きく、次いで障害補

償年金が1,122億円で37.6％、傷病補償年金が249億円で8.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が986億円で33.1％、「製造業」が853億円で28.6％、「そ

の他の事業」が573億円で19.2％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　30年1月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 112,162,730 160,959,468 24,863,892 297,986,090 100.0

林 業 1,623,750 3,742,876 305,030 5,671,656 1.9

漁 業 298,257 946,961 59,040 1,304,258 0.4

鉱 業 1,507,798 11,560,492 3,668,339 16,736,629 5.6

建 設 事 業 31,368,087 58,229,862 8,990,194 98,588,143 33.1

製 造 業 42,125,327 38,427,000 4,790,028 85,342,356 28.6

運 輸 業 11,767,929 17,925,846 1,983,581 31,677,357 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
197,408 581,575 65,614 844,597 0.3

そ の 他 の 事 業 23,130,679 29,177,006 4,972,810 57,280,495 19.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 143,495 367,849 29,256 540,599 0.2

構 成 比 37.6% 54.0% 8.3% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成30年 1月末現在における保険料徴収決定済額は8,708億円で、前年同期に比

べて1.7％増となっている。保険料収納済額は6,401億円で、前年同期に比べて2.2％増となっている。また、収納率につ

いてみると73.5％となっており、前年同期に比べて0.4ポイント上回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が4,107億円で47.2％と最も大きく、次いで、「建設

事業」が 1,977 億円で 22.7％、「製造業」が 1,619 億円で 18.6％を占めている。以下、「運輸業」が 8.5％、「船舶所有者

の事業」が 1.6％、「林業」が 0.6％、「鉱業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ 0.3％、「漁業」が

0.2％となっている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 29年1月末 30年1月末 29年1月末 30年1月末 29年1月末 30年1月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 856,470,604 870,781,653 100.0 1.7 626,485,258 640,100,843 100.0 2.2 73.1 73.5

林 業 5,411,748 5,345,900 0.6 1.2 △   4,048,768 4,032,370 0.6 0.4 △   74.8 75.4

漁 業 2,002,069 1,982,702 0.2 1.0 △   1,426,581 1,412,888 0.2 1.0 △   71.3 71.3

鉱 業 2,971,430 2,816,396 0.3 5.2 △   1,994,091 1,892,904 0.3 5.1 △   67.1 67.2

建 設 事 業 190,239,088 197,655,079 22.7 3.9 140,410,265 147,335,317 23.0 4.9 73.8 74.5

製 造 業 161,925,996 161,887,066 18.6 0.0 115,076,396 115,440,951 18.0 0.3 71.1 71.3

運 輸 業 74,035,936 74,071,854 8.5 0.0 51,052,583 51,399,928 8.0 0.7 69.0 69.4

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
2,322,788 2,345,909 0.3 1.0 1,628,390 1,648,048 0.3 1.2 70.1 70.3

そ の 他 の 事 業 403,668,473 410,686,184 47.2 1.7 300,964,470 306,853,527 47.9 2.0 74.6 74.7

船舶所有者の 事業 13,893,076 13,990,563 1.6 0.7 9,883,714 10,084,910 1.6 2.0 71.1 72.1

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


